監獄法が制定された社会的背景　　石田
【大まかな監獄法制定の流れ】
1明治三年(1870)「徒刑制度」
→2明治五年(1872)「懲役法」
→3明治五年(1872)「明治五年・監獄則」
→4明治六年(1873)「明治五年・監獄則」停止
→5明治十四年(1881)「改正監獄則」

→6明治二十二年(1889)「明治二十二年・監獄則」（明治十四年「改正監獄則」改正）
→7明治三十二年(1899)「明治二十二年・監獄則」部分改正
→8明治四十一年(1908)「監獄法」制定

→9大正十一年(1922)「監獄法」改正へ→その後第二次世界大戦で頓挫→平成十七年(2005)まで
1　

幕末期に西洋監獄思想が流入し、威嚇と社会排除を目的とする既存の獄制の弊害を緩和し、配慮する主張がなされた。
　　明治政府は「新律綱領」の刑罰体系に旧幕期人足寄場・徒刑の理念を発展させた「徒A刑制度」を導入し、排除刑の多くを廃止した。維新期における「徒刑制度」は地方の便宜によるものとされたために規模・内容ともに統一性を欠き、非人道的な内容が多く、徒刑の本格的執行を徹底するに至ってない。
2　

さらに明治五年懲役法の制定によって行刑の中心が懲役となり（鞭打ち等は数の多い窃盗などには対応できるが、反面苦痛が激烈であるためにその一時だけで罪を償いきった感覚に陥らせ、再犯の防止に不向きであった）、刑期が長期化したために犯罪情勢の悪化とそれに伴う過剰収容を背景に暴動・逃走等が多発した。
3

　　明治維新当時ヨーロッパで圧倒的な力を持っていたイギリスが関係した「イギリス人ホーイ殺害日本人収監者死亡事件」と「イギリス人収監者死亡事件」により日本獄制の不備が露呈し、イギリスからの獄制改革のためのシンガポール（当時イギリス領）視察を提案される。イギリスの意向は国策遂行上最優先すべきものであり、明治政府に「監獄則」公布を急がせた。

　　しかし、司法省はフランス人法学者ジョルジュ・ブスケを招致した。監獄図式第一号はパリのマサス監獄を手本としている。
4

　　「設備改善」「処遇機能の実践」を実現しようとした明治五年「監獄則」の完全実施のためには、監獄構造の洋式化が不可欠であった。
　　そのため司法省は財政面を考慮し、東京府下には洋式監獄を新設するが、各府県は禁囚処遇と懲役法の実施に留めることを予定していた。

　　しかし、大蔵省と司法省の藩閥、司法権争いのため、「監獄則」は施行停止に至る。

5

　　アメリカ人宣教医師のベリーの神戸・大阪監獄視察に基づく「獄舎報告書」は奴隷的拘束の禁止、生存権の保障を訴え、その為に監獄官吏養成のための官制整備と研修期間が必要であると示唆している。これは明治政府だけでなく各府県にも監獄改良の気運をもたらした。
　　しかし、「監獄則」の運用は監獄の実態にそぐわず、治安悪化や監獄運営の不統一に対して、行政運営の改善策が求められた。
　　誘導主義（改善教育メイン）vs懲戒主義（自由刑を苦痛ととらえ、官憲の強いる権力に服従させる）

　　明治十二年から欧州視察に随行した小野田は、誘導主義の導入には①西洋式監獄の整備②民間団体による釈放者保護事業の成立、が前提となっており当時の日本の財政状況では実現困難であるため、厳格な囚人隔離による監獄の安全かつ円滑な管理を主眼とした懲戒主義の導入を示唆している。

　　「改正監獄則」は「厳格な囚人隔離による監獄の安全かつ円滑な管理」+小原の人権尊重理念による「監獄施設運営の透明性を高める巡閲制度」

　　小原・ベリー・小野田三名とも出獄人保護事業創設の重要性を指摘している。
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　　獄制は旧態依然、成果はあがらず…。「監獄費負担」と「在監者増加」の大きな問題がある。
　　監獄行政に関する法制完備と運用徹底のために機構の確立が急務であるとされていた。
→①中央政府と地方の話し合い②新たな法規の制定
　　①明治十七年の話し合いでは、感化主義vs懲戒主義→監獄費を地方に一任している現状では感化主義は困難であるとした。→監獄費負担問題が犯罪状況の悪化に拍車をかけているだけでなく、囚人処遇を困難にしていることが露呈した。
　　②監獄費負担を軽減しようとすると、監獄費が徴兵費を超えた。政府は強硬姿勢をとり、監獄を警察の主導下におき、規律秩序維持を強調した。

　　③明治二十二年「監獄則」の特徴は、(1)未決→刑事被告人、拘禁場所を拘置場とし、受刑者と処遇を異にした。(2)収容者の分類を年齢・罪質などで細分化した(3)各受刑者の体力に応じた作業量の配分(4)給与・工賃の増額(5)不良少年等に関して、私立感化院などに託すべきとした(6)(7)
　　監獄は内閣総理大臣の下におき、全体としては受刑者の逃走・事故防止に重点をおく。
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　　条約改正のために我が国は法治国家として近代化を示すのみならず、欧米列国の監獄主義に調和していくことが必要不可欠であった。→官吏養成と経費の国庫負担が不可避であった。
　　ドイツ人ゼーバッハ、国際監獄会議、領事裁判権撤廃のイギリスによって日本監獄の実情と問題点が明らかになった。

　　①ゼーバッハ：行刑の公正性と厳正性。処遇の個別化を強調。「分房制と雑居制の調和した階級制は良いんじゃねーの？でも個人に応じて個別処遇は必要な。」感化主義。技能を身に着けさせる必要性。

　　②国際監獄会議（パリ）：欧州の監獄制度を見てきた。香港では建設は大きいが事務が簡易、しかし人種によって処遇差がありすぎる。フランスでは監獄官吏が長期在職し官吏を少なく、事務を簡便にしている。保護事業が盛ん。監獄費の問題は日本と共通。さらにドイツからも学び、日本に必要なものは、監獄財政改善策と監獄の分房制であり、そのためには監獄改築と監獄官吏育成が必要であると主張した。
　　③イギリス：大監獄と地方小監獄を比較し、地方は処遇に値しないと評価した。(1)水分補給(2)衛生・休養(3)懲戒方法の具体的案。「地方負担させすぎ、国庫から出せ、せめて俺の国はまともに扱え、約束な？針千本のますからな？」

　　→明治三十二年条約改正、そして外国人処遇の改善。
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　　明治三十三年、監獄経費が地方から国庫へ移される。内閣所轄の監獄が司法省へ移される→監獄の全国的な統一の実現に向けて明治四十一年「監獄法」が制定される。
　　監獄法は受刑者に対して改善思想にたつ監獄の機能を重要視し、何よりも個別処遇を重視した。独居拘禁を原則としながらも、施設の状況・財政的な理由から、折衷主義がとられた。
　拘禁と戒護に重点が置かれた結果、処遇的な配慮は後退した。作業収入は国庫、作業賞与は恩恵だから使途制限、そのかわり、死傷病手当は出る。監獄法は思想的には改善主義だが、監獄官吏面を重視するものである。

明治監獄法成立史の研究―欧州監獄制度の導入と条約改正をめぐって　成文堂　姫嶋 瑞穂　2011.12.1 初版
